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合計 合計

17年　5月 49.1 47.4 51.6 55.0 50.0 48.9 51.0 54.9
6月 50.0 48.3 52.2 56.9 50.5 49.8 51.5 53.7
7月 49.9 48.4 51.4 56.8 50.5 49.5 50.9 56.2
8月 50.0 48.2 52.1 57.1 51.2 50.6 51.8 54.2
9月 51.1 49.9 52.3 56.6 51.1 50.2 52.3 54.2
10月 52.0 49.6 55.8 59.1 54.5 53.8 55.7 56.5
11月 54.1 52.7 55.3 61.3 53.4 52.6 53.0 59.2
12月 53.9 52.3 55.7 60.7 52.7 52.0 52.4 58.1

18年　1月 49.9 47.8 52.6 57.9 52.4 51.8 53.0 55.1
2月 48.6 47.0 50.3 55.2 51.4 50.8 51.8 53.8
3月 48.9 47.7 50.0 54.8 49.6 49.1 50.1 52.4
4月 49.0 47.7 51.2 53.1 50.1 49.4 50.3 54.5

5月 47.1 45.2 50.1 53.3 49.2 48.4 49.5 54.7

景気の現状判断（季節調整値） 景気の先行き判断（季節調整値）
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（資料）内閣府「景気ウォッチャー調査」 

（注）「家計動向関連」、「企業動向関連」、「雇用関連」は、各々家計動向関連業種（小売関連、飲食関連、サービス関連など）の景気判

断、企業動向関連業種（製造業、非製造業など）の景気判断、雇用関連業種（人材派遣業、職業安定所など）の景気判断を示す。

青字は直近 1 年のピーク、赤字は直近 1 年のボトム。 

 

1． 景気の現状判断 DI（季節調整値）：2018 年入り後は停滞 

6 月 8 日に内閣府から公表された 2018 年 5 月の景気ウォッチャー調査によると、景気の現状判断 DI

（季節調整値）は 47.1 と前月から▲1.9 ポイント低下し、3 ヵ月ぶりの悪化となった。3 月、4 月と 2

ヵ月分の上昇幅（0.4 ポイント）を大幅に上回る低下幅となり、DI の水準は 1 年 8 ヵ月ぶりの水準まで

低下した。2018 年入り後の景況感は停滞している。企業動向関連、雇用関連は節目となる 50 を上回っ

て推移しているものの、家計動向関連は 50 を大きく下回って推移しており、全体の足を引っ張ってい

る。 

家計動向関連では、GW 期間中の消費動向は好不調が分かれた。GW を過ぎると、ガソリン価格の高

騰等が響き、消費が落ち込んでいることが指摘された。企業動向関連では、好調が続く受注だが、素材

業種など一部の企業からは受注の落ち込みがみられ、価格転嫁も遅れている。雇用関連は社員の待遇を

改善する動きや、人材を確保するため、募集要件を広げる企業がみられた。なお、内閣府は、基調判断

を「緩やかな回復基調が続いている」から「緩やかな回復基調が続いているものの、一服感がみられる」

に引き下げた。 
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2. 家計動向関連が大幅に悪化 

現状判断 DI（季節調整値）の内訳をみると、雇用関連（前月差+0.2 ポイント）は改善したものの、

家計動向関連（同▲2.5 ポイント）、企業動向関連（同▲1.1 ポイント）とも大幅に悪化した。家計動向

関連の内訳については、住宅関連（前月差+0.3 ポイント）は小幅に改善したものの、小売関連（同▲2.9

ポイント）、飲食関連（同▲1.2 ポイント）、サービス関連（同▲2.7 ポイント）とも大幅に悪化した。

 

コメントをみると、家計動向関連のうち小売関連

では、「ゴールデンウィークは個人客を中心に、高

単価、高稼働で推移し、中旬以降は団体予約がしっ

かりと入り、順調に売上を計上している。前年度よ

りも値上げをしたが、影響はほとんどない」（北関

東・都市型ホテル）など、ＧＷ期間の売上が好調と

いうコメントもあったが、「ゴールデンウィークの

客足が鈍く、その後の週末も来客数が戻ってこない。

他業態に客が流出している印象である（東京都）」

（南関東・コンビニ）など苦戦するコメントもあっ

た。ＧＷが過ぎてからは、「ゴールデンウィーク等の非日常では、活発な消費がみられるが、反面、日

常では、非日常消費の原資を捻出するための節約行動がみられる」（東海・百貨店）など、ＧＷ後に消

費が落ち込んだというコメントが目立った。加えて、「ここ数か月、可処分所得が伸びないなか、ガソ

リン価格が高値を更新しており、客の財布のひもが固くなっている」（東北・スーパー）など、値上が

りが続くガソリン価格等による節約志向の高まりを指摘するコメントがみられた。 

住宅関連では、「前年に比べて来客数は微減であるが、交渉に時間を要し、成約までの期間が延びて

いる」（近畿・住宅販売会社）など購入までには慎重を期す一方で、「消費税率の再引上げを意識した

客も出てきており、年内着工希望に伴って受注予約も取れてきている」（東北・住宅販売会社）など、

増税を意識して駆け込み需要も出てきているようだ。 

企業動向関連では、非製造業（前月差+0.3ポイント）が小幅に改善したが、製造業（同▲2.7ポイント）

は大幅に悪化した。コメントをみると、「建設機械、自動車、産業機械等、当社の関連する産業分野の

ほぼ全てで忙しく、当面は落ちる見込みがない」（北関東・一般機械器具製造業）など資本財関連を中

心に生産活動が活発なようだ。一方で、「今年に入って前期割れの状況であった。受注量も落ちている
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ように思う」（四国・パルプ・紙・紙加工品製造業）や「産業機器材は依然好調であるが、エレクトロ

ニクス材の受注に陰りが見え始めている」（中国・鉄鋼業）など素材関連では受注が落ちているという

コメントも一部にみられたことに加え、「鉄鋼メーカーが大手ユーザーへの値上げを実施していないた

め、当社の値上げも拒否されている。コスト上昇分の価格転嫁が進まず、採算が悪化している」（近畿・

金属製品製造業）など、価格転嫁への動きが進んでいないようだ。 

 雇用関連では、「正社員への転換や賃金アップなど、従業員の処遇改善に努める企業が増加している」

（東北・職業安定所）や「取引先でも求人ニーズはあるが、人材が出てこない。フルタイムやパートタ

イム、勤務日数などの幅広い条件を提示することで、人材の確保を進めている」（近畿・人材派遣会社）

など、社員の待遇改善を実施したり、募集要件を広げる企業がみられる。 

 

3． 景気の先行き判断 DI（季節調整値）：企業動向関連は 1 年 2 ヵ月ぶりに 50 を下回る 

 

先行き判断 DI（季節調整値）は 49.2（前月差▲0.9 ポイント）と 2 ヵ月ぶりに低下し、2 ヵ月ぶりに

節目の 50 を下回った。DI の内訳をみると、雇用関連（前月差+0.2 ポイント）は小幅に改善したが、家

計動向関連（同▲1.0 ポイント）、企業動向関連（同▲0.8 ポイント）が悪化した。企業動向関連の DI

は 49.5 となり、1 年 2 ヵ月ぶりに節目となる 50 を下回った。 

 

家計動向関連では、「今夏は猛暑になるとの予測もあり、衣料品や雑貨、家庭用品、食品などの夏物

商材に対する、中間ボリューム層の購買意欲の回復につながると期待している。また、富裕層による高

額品の購入や、インバウンドによる免税売上の右肩上がりの動きは当面続くと予測している」（近畿・

百貨店）や、「梅雨に向けて、扇風機や除湿機が動くほか、気温の上昇に伴いエアコンなども活発に動

き始める」（近畿・家電量販店）など、気温の上昇に連れて消費が盛り上がるとの期待が高い。一方で、

「このところ商品値上げの打診が多く、更に売行きに悪い影響が出そうである」（南関東・その他小売

［生鮮魚介卸売］）や、「６月以降の予約状況が回復傾向にある。ただ、ガソリン価格の上昇が続けば、

道内客の動きが鈍くなることが懸念される」（北海道・観光型ホテル）など、物価の上昇を受けた消費

活動の停滞が懸念されている。 

企業動向関連では、「原材料価格の上昇に伴い利益率が大幅に低下しており、秋口に向けて値上げを

予定しているが、消費動向は厳しくなる」（中国・食料品製造業）や、「原材料、人件費、物流費の上

昇が避けられない状況だが、販売価格に全てのコストアップ分を転嫁できない」（四国・食料品製造業）
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など、食料品を製造する企業からは価格転嫁による消費の落ち込みや価格転嫁に二の足を踏むコメント

が目立った。また、「原油価格の上昇に伴い原材料価格が高騰してきている。しかし、製品は流通大手

が強いため、価格転嫁が難しい状況である」（四国・化学工業）や「夏場の季節商材の動きが活発化す

る時期に入るが天候次第の部分もある。経営を圧迫する要因の一つである燃料油の高騰が続いており予

断を許さない状況である」（四国・輸送業）など、素材関連や輸送業等ではエネルギー価格の上昇が懸

念されている。 

雇用関連では、「減少が続いてきた求職者数については、直近は減少幅が小さくなっており、中高年

層では増加に転じている。人手不足による求人の増加に伴い、より良い仕事を探す求職者や、定年後も

就労を希望する求職者が増えている。今後は労働条件の改善や、就業率の上昇が見込まれる」（近畿・

職業安定所）など、雇用所得環境の改善を期待するコメントがみられた。一方で、「求人数は多いが、

求職者が増えず、景気は良いものの人手不足への対応ができていない状況が続く。業種によっては、人

手不足がより深刻化するのではないか」（南関東・職業安定所）や「相変わらず求人が多い業種もある

が、募集広告の掲載枠の大きさを１ランク落とす傾向が表れ始めており、全体的には求人件数の減少傾

向がより強まることを懸念している」（北海道・求人情報誌製作会社）など、人手不足の深刻化や人が

集まらず採用にかける費用を減らす企業が出ていることを不安視するコメントがみられた。 

 

景況感は2018年に入り停滞しており、特に家計動向関連は弱い状況が続いている。企業についても、

一部業種では受注が落ち込んでいることに加え、幅広い業種で原材料費、人件費など様々な要因からコ

ストが増加しており、先行きに対する懸念が強まっている。雇用所得環境の改善は続いており、雇用関

連の景況感は高水準にあるものの、全体の景況感は停滞した状況が続きそうだ。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報

提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 


